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研究成果の概要（和文）：本研究では，次世代型自動車の出現がもたらす経済効果を計測するた

めの手法の開発を行い，我が国及びアジア地域を対象として，従来型自動車から次世代型自動

車への生産シフトがもたらす経済効果を明らかにする．次世代型自動車の生産技術情報を収集

し，次世代の自動車産業の技術構造を特定化する．自動車産業における技術革新を具体化した

地域間産業連関表を用いて，次世代型自動車の生産と利用の拡大や技術移転がもたらす経済効

果を計測する． 
 
研究成果の概要（英文）：In this paper, the economic impacts of technological innovation, such 
as electric and hybrid vehicles, in the automobile industry in Japan are examined. The new 
generation automobiles will become popular for coming several decades. The industrial 
structure will be affected by the appearance of new generation automobile. In this study, 
we explore the economic impacts of shifting the production system in the automobile 
industry from the conventional automobile technology to an electric and hybrid vehicle 
technology. 
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１．研究開始当初の背景 
産業革命以降，最大の技術革新が自動車産

業に生じつつある．リーマンショックによる

金融市場崩壊後，我が国の基幹産業としての

自動車産業の再生は最優先すべき重要課題

である．自動車産業の技術革新は，日本経済

や自動車産業の集積地に多大な影響をもた

らすことになる．自動車産業の構造変化が他

産業や地域経済に与える影響を明らかにす

ることにより，各地域の特性に合わせた自動

車産業振興の政策立案が可能となる．  
 先端科学技術がもたらす経済効果につい

ては，国際科学振興財団(1986)が産業連関モ

デルを用いて，国内産業のハイテク化がもた

らす国際的波及効果を明らかにしている．次

世代型自動車出現による自動車需要変化（溝

口等 (2006)），環境負荷削減効果（三好等

(2008),徳永等(2008)），及びライフサイクル

分析などについては既存研究が存在する．し

かしながら，次世代型自動車の地域別の生産

技術構造の変化や国際的な技術移転がもた

らす経済効果については未だ十分な研究成

果が得られていない．  
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２．研究の目的 
本研究では，次世代型自動車の出現がもた

らす経済効果を計測するための手法の開発

を行い，我が国及びアジア地域を対象として，

従来型自動車から次世代型自動車への生産

シフトがもたらす経済効果を明らかにする． 
次世代型自動車の生産技術情報を収集し，

次世代の自動車産業の技術構造を特定化す

る．自動車産業における技術革新を具体化し

た地域間産業連関表を用いて，地域レベルに

おける，次世代型自動車の生産と利用の拡大

や技術移転がもたらす経済効果を計測する． 
 

３．研究の方法 
自動車産業，先端技術情報，地域間産業連

関モデル等に関する既存文献，資料等を収集

し，自動車産業の現況を把握するとともに，

次世代型自動車の普及シナリオを整理する． 

各種産業連関表を収集し，それぞれの産業

連関表に対応するように，次世代型自動車産

業の技術構造の特定化を行う．国際・全国・

地域レベルの産業連関モデルを構築し，自動

車産業の技術構造の変化と次世代型自動車

の利用拡大がもたらす経済波及効果を計測

する．国際レベルでは，次世代型自動車の技

術移転がもたらす経済効果を計測する． 

次世代型自動車の普及から誘発される新

技術や新サービスについて調査し，新産業形

成の可能性と地域経済への影響を検討する． 

(1) 全国レベル 

2005 年全国産業連関表の「乗用車」部門に

注目し，川上産業に齎す経済効果を計測する．

「」は部門を意味する．次世代自動車の生産

を「乗用車」の技術的変化として解釈する．

「乗用車」が，従来乗用車の代わりに次世代

乗用車を生産することを，「乗用車」におけ

る投入係数の変化 として解釈する．この技

術変化のもとで，「乗用車」の需要１単位（兆

円）の増加がもたらす生産誘発額を求める． 

次世代自動車の利用段階の経済効果を計

測する．ここでは，「自家輸送」の需要が 1

１単位増加したときの生産誘発額を求める．

「自家輸送」で，ハイブリッド自動車あるい

は電気自動車の利用率が増加した状況を考

える．これは，「自家輸送」の「石油製品」

からの投入が減少し，「電力」からの投入が

増加したものとして解釈する． 

(2)地域レベル 

次世代乗用車の地域生産の経済波及効果

を分析する．ある地域における「乗用車」の

生産技術の変化を考慮する．例えば中部地域

でハイブリッド乗用車が生産された場合や

関東地域で電気乗用車が生産された場合な

どの経済効果を区別して計測する．特定地域

の生産技術変化の経済効果を分析できるチ

ェネリー・モーゼス型のモデルを用いる． 

全国産業連関モデルのケースと同様に，

「乗用車」の需要が 1 単位（兆円）増加し，

追加的に乗用車生産を行う場合の生産誘発

額を検討する．乗用車の初期需要は全地域で

生じ，これを満たすように各地域で生産が行

われる． 

(3)国際レベル 

中国と日本を対象として，次世代自動車の

需要増加がもたらす経済効果を示す．また, 
中国の主要経済地域（華北：北京，華東：上

海，華南：広州）と日本の主要経済地域（関

東：東京，中部：名古屋，近畿：大阪）に焦

点をあて，自動車及び部品産業を含む「加

工・組立」部門の二国間貿易がより活性化し

た場合に，各地域の生産誘発額はどのような

影響を受けるかを分析する． 

(4)都市レベル 

 愛知県豊橋市を対象に，応用一般均衡モデ

ルを開発し，電気自動車(EV)の生産や太陽光

発電の導入が市内の産業へ与える効果を分

析する．EV 生産が自動車生産の 15%，太陽光

発電が電力供給の 10%，太陽光発電とセット

になったコジェネレーションがガス・熱供給

の 10%，EV 輸送が道路輸送の 15%を想定した

ケースを想定し，さらに EV 車普及のための

補助金政策を導入した場合の影響を分析す

る． 

 

４．研究成果 

(1)全国レベル 

ケース 0 は，「乗用車」が全て従来（ガソ

リン）乗用車を，ケース 1は全てハイブリッ

ド乗用車を，そしてケース 2 は全て電気乗用

車を生産する場合である．ケース 0 は，産業

連関表から直接求められる「乗用車」の投入

係数を用いる． 

図１に３つのケースの生産誘発額を示す．

従来乗用車を生産するケース 0では生産誘発

額は 2.94 兆円である．ハイブリッド乗用車

を生産するケース 1では，内燃機関に加えて，

モーターやバッテリーが部品として追加さ

れるため，川上産業へ齎される生産誘発額は

大きくなっている．電気乗用車を生産するケ

ース 2では，部品数が減少するため，生産誘

発額は小さくなっている．従来乗用車比でみ

ると，ハイブリッド乗用車のケースは

101.2％，電気乗用車は 95.3％である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 乗用車部門の生産誘発額 
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図２は，「自家輸送」が次世代自動車を使

用した場合，その普及率にともない「自家輸

送」の生産誘発額がどのように変化するかを

示したものである．ハイブリッド自動車の普

及率が上昇すると2005年に比べて1～3%程度，

生産誘発額は減少し，一方で電気自動車の場

合は 0～0.5%程度のマイナスの経済効果とな

っている．電気自動車の場合は，「自家輸送」

の石油投入は減るが，電力投入が増えるため，

より小さな影響に留まっている．両車種が同

時に普及する場合は，この中間的な効果にな

ると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 自家輸送部門の生産誘発額 

 

(2) 地域レベル 

ケース 0は全地域で従来乗用車を生産する

場合で，投入係数を変更しない基準ケースで

ある．ケース 1は，ハイブリッド乗用車をあ

るひとつの地域で生産し，その他の地域では

従来乗用車を生産する状況を仮定する．これ

は当該地域における「乗用車」の投入係数の

変化により与えられる．また，ハイブリッド

乗用車を全地域で生産する場合も検討する．

ケース 2 は，同様に電気乗用車を各地域また

全地域で生産する場合である． 

ケース 0 では，従来乗用車の生産を全地域

で行う．従来乗用車を生産した場合，生産誘

発額は 2.915 兆円である．全国モデルの生産

誘発額とほぼ近い値である．図３に生産誘発

額の地域別内訳を示す．中部と関東地域の誘

発が大きく，その他の地域の誘発は小さくな

っている．生産誘発の視点からも，中部と関

東地域に，自動車関連産業が集積しているこ

とがわかる． 

ハイブリッド乗用車の生産を各地域で行

った場合の生産誘発額を計測する．例えば，

中部地域においてハイブリッド乗用車のみ

を生産した場合，日本全体の生産誘発額は

2.944 兆円となり，ケース 0 の 2.915 兆円よ

りも大きい．この生産誘発額の地域別内訳を

みると中部と関東地域における誘発が大き

いが，ケース 0に比べると，中部地域では生

産誘発額は若干減少する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 従来乗用車の生産誘発額 

 

図４にハイブリッド乗用車の地域別の生

産が 9地域に齎される経済効果の影響を示す．

ケース 0 の経済効果を 100％に基準化してい

る．関東と中部地域でハイブリッド乗用車を

生産すると，各地域に齎される経済効果に格

差が生じていることがわかる． 

たとえば，中部地域でハイブリッド乗用車

が生産されると，日本全体では生産誘発額が

増加するが(101.0%)，中部では生産誘発額は

減少し(97.4%)，四国，近畿，東北，関東で

は生産誘発額は増加する(116.5%, 108.3%, 

107.6%, 102.9%)． 

ハイブリッド自動車を中部地域で生産す

ると，相対的に，モーターや二次電池の生産

によって齎される経済効果の一部が，電気機

器産業が多く立地する中部以外の地域へ漏

れ出すことを示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 地域別の経済効果 

 

(3)国際レベル 

中国と日本の産業連関表を用いて，次世代

自動車の普及や中日間の貿易活性化の経済

効果を計測した．中国の「車製造業」の 1兆

円の需要増は，Base ケースでは 2.90 兆円，

HEVケースでは3.02兆円，EVケースでは2.79

兆円の経済効果をもたらし，ベースケースの

ガソリン車に比べて，HEV は正の効果，EV は

負の効果を中国経済にもたらす．同様に，日

本「乗用車」の生産誘発係数は 2.8～2.9 と

なり，ベースケースに比べて，HEV は正の効

果，EV は負の効果を日本経済にもたらす． 

中国と日本の自動車産業関連の「加工・組立」
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部門の貿易活性化の予備的なシミュレーシ

ョン分析を行った． 

図５は，中日地域間の「加工・組立」の貿

易活性化がもたらす生産誘発効果の変化を

まとめたものである．これは，ベースケース

（活性化なし）と比較ケース（活性化あり）

の変化率である．例えば，華東の「加工・組

立」の需要増の経済効果は，交易（移入）係

数の減少の影響をうけて，ベースケースに比

べて，中国各地域に齎らされる生産誘発額は

減少し，一方で交易（輸入）係数の増加の影

響をうけて日本各地域に齎らされる生産誘

発額は増加する．また，中部の「加工・組立」

の需要増の経済効果は，日本各地域に齎され

る生産誘発額は減少し，一方で中国各地域に

齎される生産誘発額は増加する．この表は，

日本の各地域の需要増が中国地域に齎す経

済効果は，中国の各地域の需要増が日本地域

に齎す経済効果よりも，大きいことを示して

いる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 中国と日本の主要経済地域間の加

工・組立部門の貿易活性化の経済効果 

 

(4)都市レベル 

 豊橋市における補助金による電気自動車

社会への転換は，EV 車，太陽光発電，コジェ

ネレーション，EV 輸送，その他輸送の産出額

を増加させる結果となった．それと代替する

形で，鉱業，石油・石炭製品などの産出量が

減少する．家計部門においては EV 車の購入

が増加する． 

 

(5)得られた成果のインパクト 

次世代型自動車の生産段階における経済

効果を総合的に評価する既存研究は少ない．

我が国の基幹産業の構造変化の影響を明ら

かにすることは，経済界にとっても緊急の課

題である．我が国の中部地域は，トヨタ自動

車を中心とする世界有数の産業集積地であ

る．次世代型自動車の生産拡大・利用拡大が

もたらす地域的・国際的な経済効果の計測は，

産業政策の立案にとって不可欠な情報とな

ろう．自動車産業における国際的な技術移転

の効果の分析は，東アジアの連携政策にも有

意義な情報を提供する． 

(6)今後の展望 

今後の課題としては，各種次世代自動車の

普及率を総合的かつ時系列的に取り扱うな

ど分析結果の精度の改善がある．関連産業と

して，スマートグリットなど新インフラの経

済効果や，エネルギー・電力市場への影響を

分析する必要もある． 

東日本大震災以後，リスク時におけるサプ

ライチェーンや産業立地のあり方が問われ

ており，巨大リスクを考慮した次世代自動車

のあり方についても検討が必要であろう． 
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